
評価
　

主

2 R 3 R 4 R 5

管

R 6 R 7 R 8 R

部

 9 R10 R11 R1

局

2

計画値 5,650.

消

0 5,650.0 5,

防

700.0 5,700

本

.0 5,750.0 5

部

,750.0 5,80

主

0.0 5,850.0

管

5,900.0 5,9

消

課

50.0 6,000.

消

0

実績値 927.0 2

防

,079.0 0.0 0

総

.0 0.0 0.0 0.

務

0 0.0 0.0 0.0

課

0.0

消防署が実施す

関

るＡＥＤ講習会及び救

係

命講習会の年間受講者

課

数
算定式、
データの
出

消

所等

新型コロナウイル

防

防

ス感染症の影響で予定

署

していた救命講習会等

、

が中止となり、見越し

予

ていたバイスタンダ
計

防

画値、 ーの養成及び訓

課

練開催が計画どおり実

２

施できませんでした。

　

引き続き、事業所の指

施

導員や普及員の協力を

策

実績値の 得ながら事業

・

が

所単独で救命講習会を

目

開催していただくなど

指

、バイスタンダーの養

す

成に取り組みます。令

大

和
推移に関する ３年度

府

からは受講者が参加し

市

やすいように新たにｅ

の

ラーニングを活用した

姿

時短型の普通救命講習

市

会を実施
分析と評価 し

救

民

、受講者数の増加に取

、

り組んでいます。

地域、事業者、消

急

防の協働により、災害

体

時に対応できる消防・

制

救急体制が構築されて

の

います。市民

内容 が防

充

火・防災や救急救命に

結
実

必要な知識と技術を習得し、いざというときに尊い生命を救える勇気あるバイ
スタンダーがいるまちになっています。

３　令和 3年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出

果

（使ったお金） R 3決算 R 4予算
(1)人件費 619,904 0
(2)事業費 185,259 184,393
フルコスト（歳出合計） 805,163 184,393
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算

の

(1)国庫支出金（国から出たお金） 0 13

１

,385
(2)県支

　

出金（愛知県から出た

第

お金） 1,475 0

６

(3)市債（市の借金

次

） 0 0
(4)その他

大

特定財源（使い途が決

府

まっているお金） 5,

市

841 0
(5)一般

公

総

財源（市税収入など）

合

177,943 160

計

,741
 歳入合計 1

画

85,259 174,

に

126

おける位置

４　「ま

表

づ

ちの健康」指標（施策

け

評価指標）
有効性指標

、

１

指標名 「消防・救急

担

体制の充実に満足して

当

いる」市民の割合 単位

課

％

現状値 60.8

年度

健

R 2 R 3 R 4 R

康

 5 R 6 R 7 R 

領

8 R 9 R10 R11

域

R12

計画値 61.0

施

ま

61.0 62.0 62

ち

.0 63.0 63.0

の

64.0 64.0 64

健

.5 64.5 65.0

康

実績値 64.5 64.

政

5 0.0 0.0 0.0

策

0.0 0.0 0.0 0

安

.0 0.0 0.0

市民

心

意識調査の「消防・救

安

急体制の充実」に対す

策

全

る満足度で「満足」又

に

は「おおむね満足」と

暮

答えた市民
算定式、

の

ら

割合
データの
出所等

最

せ

新の市民意識調査（令

る

和２年度実施）では、

ま

目標値に近い評価を達

ち

成することができまし

施

た。報告書に
計画値、

策

よると市民からは満足

名

消

度と同様に重要度の評

防

価も高いため、現在の

・

水準を維持する必要が

救

あります。
実績値の

推

急

移に関する
分析と評価

体

有効性指標２

指標名 バ

制

イスタンダーの養成に

の

関連する講座などの受

充

講者数 単位 人

現状値 5

実

,637.0

年度 R 



評価
　

0

消防職員研修 消防総務

R

課 24,893 消防学

1

校入校者数
妥当性 Ａ事

1

業 (24,893) 指

R

標名

有効性 Ａ単年度計

1

画値 16.0
単年度実

2

績値 15.0
単年度達

計

成率 93.8%
効率性

画

Ａ最終目標に 83.3

値

%
対する達成率

　事務

消

1

事業の方向性
Ｂ：現状

5

のまま継続
市民の生命

.

・身体及び財産を守る

0

ための知識や技術を習

1

得し、質の高い市民サ

5

ービスを提供するため

.

に計
画的に事業を進め

0

る必要があります。

15

防

.0 15.0 15.0

・

15.0 15.0 15

救

.0 15.0 15.0

急

15.0

実績値 24.

体

0 25.0 0.0 0.

制

0 0.0 0.0 0.0

の

0.0 0.0 0.0 0

充

.0

消防年報における

結
実

年間火災出動件数
算定式、
データの
出所等

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、例年どおりの火災予防啓発活動を実施することが困難でした。
計画値、 また、火災出動件数では、前年度から1件増加の25件となり、火

果

災による死者が2名発生しました。火災の
実績値の 要因は様々であるため、啓発活動や市民意識の向上により直ちに火災出動件数の大幅減少にはつながって

推移に関する いませんが、引き続き火災予防啓発活動に力を入れ市

の

民の生命、財産の保護に努めます。
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価

有

点
（前年度比）

消防車

効

両等整 消防総務課 58

性

,026 消防車両等の

公

指

更新数
妥当性 Ａ備事業

標

(58,026) 指標

３

名

有効性 Ａ単年度計画

指

値 1.0
単年度実績値

標

1.0
単年度達成率 1

名

00.0%
効率性 Ａ最

火

終目標に -
対する達成

災

率
　事務事業の方向性

出

Ｂ：現状のまま継続
ゼ

動

ロカーボン化への可能

表

件

性を含め、時代の変化

数

に柔軟に対応する必要

単

があります。消防・救

位

急及び救助活
動に支障

件

をきたさず、市民サー

現

ビスの質を向上させる

状

ため、計画的に事業を

値

進める必要があります

2

。

6

施

.0

事務事業名 課名 フル

年

コスト 最重要指標 評価

度

点
（前年度比）

消防施

R

設管理 消防総務課 45

 

,403 消防拠点施設

2

の改修、整備及び拡張

R

数
妥当性 Ａ整備事業 (

 

45,403) 指標名

3

有効性 Ａ単年度計画値

策

R

3.0
単年度実績値 3

 

.0
単年度達成率 10

4

0.0%
効率性 Ａ最終

R

目標に 100.0%
対

 

する達成率
　事務事業

5

の方向性
Ｂ：現状のま

R

ま継続
職員の拠点であ

 

る施設の適切な運用を

6

目的とした事業であり

R

、施設の延命化を図る

名

 

ことで良い市民サービ

7

スを提供することにつ

R

ながるため、計画的に

 

事業を進める必要があ

8

ります。

R 9

事務事業名 課

R

名 フルコスト 最重要指

1

標 評価点
（前年度比）



評価
　

定

使用する資器材の精査

期

や安価な代替品の導入

保

などで限られた予算を

守

最大
限に活用する必要

点

があります。

検回数
妥当

消

性 Ａ事業 (166,9

防

33) 指標名

有効性 Ａ

・

単年度計画値 2.0
単

救

年度実績値 2.0
単年

急

度達成率 100.0%

体

効率性 Ａ最終目標に 1

制

00.0%
対する達成

の

率
　事務事業の方向性

充

Ｂ：現状のまま継続
資

結
実

機材の老朽化による事故発生防止のため、計画的な更新、整備により、隊員の安全な活動環境の確保及
び迅速な活動を実施します。

事務事業名 課名 フルコス

果

ト 最重要指標 評価点
（前年度比）

救助業務管理 消防署 177,879 複合ガス測定器定期保守点検回数
妥当性 Ａ事業 (177,879) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 2.0
単年度実績値 2.0
単年度達成率 100.0%

効率

の

性 Ａ最終目標に 100.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
救助資機材の老朽化による事故発生防止のため、計画的な更新、整備により、救助隊員の安全な活動環境
の確保及び迅速な救出活動を実施し

公

ます。

事務事

事務事業名 課

業

名 フルコスト 最重要指

名

標 評価点
（前年度比）

課

救命士等研修 消防署 5

名

7,825 病院研修参

フ

加数
妥当性 Ａ事業 (5

ル

7,825) 指標名

有

表

コ

効性 Ａ単年度計画値 4

ス

6.0
単年度実績値 4

ト

4.0
単年度達成率 9

最

5.7%
効率性 Ａ最終

重

目標に 95.7%
対す

要

る達成率
　事務事業の

指

方向性
Ｂ：現状のまま

標

継続
救急救命士が病院

評

実習を実施するに当た

価

り、各種感染症への救

施

点

急救命士の罹患及び患

（

者への感染の予防措
置

前

のため、計画的に抗体

年

検査やワクチン接種を

度

行っていく必要があり

比

ます。

）
火災

事務事業名 課名

業

フルコスト 最重要指標

策

務

評価点
（前年度比）

救

管

急業務管理 消防署 16

理

5,371 高規格救急

消

自動車積載資機材保守

防

点検回数
妥当性 Ａ事業

署

(165,371) 指

1

標名

有効性 Ａ単

6

年度計画値 1.0
単年

6

度実績値 1.0
単年度

,

達成率 100.0%
効

名

9

率性 Ａ最終目標に 10

3

0.0%
対する達成率

3

　事務事業の方向性
Ｂ

複

：現状のまま継続
新型

合

コロナウイルス感染症

ガ

の影響もにより、救急

ス

現場で使用する消耗品

測

、医薬材料費が増加し

定

ており、予
算が増額と

器

なることが必須です。



評価
　

繕

度達成率
効率性 Ａ最

数

終目標に
対する達成

妥

率
　事務事業の方向性

当

Ｂ：現状のまま継続
コ

性

ンビニエンスストアに

Ａ

設置したＡＥＤの契約

水

が令和４年度に終了す

槽

るため、契約の更新と

維

ともにコンビ
ニエンス

持

ストアに設置したＡＥ

消

管

Ｄの積極的なＰＲを行

理

います。また、市民、

(

自治区、事業所などに

5

対する
講習会や訓練を

0

通し、バイスタンダー

,

の育成に取り組むとと

4

もに、事業所単独での

6

救命講習会開催の充実

6

のため、応急手当普及

)

員等の育成に取り組み

防

指

ます。

標名
事業

有効性 Ａ単

・

年度計画値 40.0
単

救

年度実績値 13.0
単

急

年度達成率 32.5%

体

効率性 Ａ最終目標に 3

制

2.5%
対する達成率

の

　事務事業の方向性
Ｂ

充

：現状のまま継続
水道

結
実

管布設替工事に合わせて、消火栓の移設工事を行います。また、災害時に消火栓を有効活用できるよ
う、消火栓の場所を示す黄色の枠が不鮮明となっている箇所などの計画的な修繕を行います。

果

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

街頭消火器整 消防署 12,129 収納ボックス更新数
妥当性 Ａ備事業 (12,129) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 30.0
単

の

年度実績値 41.0
単年度達成率 136.7%

効率性 Ａ最終目標に 41.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
収納ボックスの経年劣化、台風などの自然災害、事故やいたずら等の人的災害による破損報

公

告が自治区か
ら多数あ

事

ります。今後も自治区

務

と連携して収納ボック

事

ス及び街頭消火器の計

業

画的更新が必要です。

名 課名 フ

事務事業名 課名 フルコ

ル

スト 最重要指標 評価点

表

コ

（前年度比）
通信機器

ス

管理 消防署 30,55

ト

4 消防緊急通信指令施

最

設保守点検回数（順次

重

妥当性 Ａ事業 (30,

要

554) 指標名 指令装

指

置） 

有効性 Ａ単年度

標

計画値 2.0
単年度実

評

績値 2.0
単年度達成

価

率 100.0%
効率性

施

点

Ａ最終目標に 100.

（

0%
対する達成率

　事

前

務事業の方向性
Ｂ：現

年

状のまま継続
防犯監視

度

カメラの老朽化が進ん

比

でいたため、令和２年

）

度に屋外３か所の防犯

消

監視カメラ及びモニタ

火

ー、記
録装置を更新し

栓

ました。今後は、屋内

策

・

3か所の防犯監視カメ

防

ラを更新することで、

火

令和２年度の更新機器

消

と連携、一括した施設

防

管理・安全管理の体制

署

整備を図ります。

50,

事務

4

事業名 課名 フルコスト

名

6

最重要指標 評価点
（前

6

年度比）
訓練等指導業

標

消防署 36,348 協

識

働事業による講習会数

・

（普通救命講習会
妥当

支

性 Ａ務事業 (36,3

柱

48) 指標名 支援事業

取

報償金） 

有効性 Ａ単

替

年度計画値 39.0
単

修

年度実績値 0.0
単年

0.0%

0.0%



評価
　

会への指導回数
妥当性

消

Ａ業 (18,493)

防

指標名

有効性 Ｂ単年度

・

計画値 5.0
単年度実

救

績値 4.0
単年度達成

急

率 80.0%
効率性 Ａ

体

最終目標に 80.0%

制

対する達成率
　事務事

の

業の方向性
Ｂ：現状の

充

まま継続
消火器の取扱

結
実

いの熟練を目的とした初期消火競技会の開催や防火に関する講話を防火危険物安全協会総会
等で実施し、会員に対して指導します。

事務事業名 課名 フルコス

果

ト 最重要指標 評価点
（前年度比）

検査管理事業 予防課 31,713 火災予防査察件数
妥当性 Ａ(31,713) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 450.0
単年度実績値 372.0
単年度達成率 82.7%

効率性 Ａ最終目標に 8

の

2.7%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
適正な火災予防査察を実施し、不備事項がある場合は、是正指導します。

事務事業名 課名 フル

公

コスト 最重要指標 評価

事

点
（前年度比）

指導管

務

理事業 予防課 29,4

事

12 火災件数
妥当性 Ａ

業

(29,412) 指標

名

名

有効性 Ｂ単年度計画

課

値 15.0
単年度実績

名

値 25.0
単年度達成

フ

率 166.7%
効率性

ル

Ａ最終目標に 166.

表

コ

7%
対する達成率

　事

ス

務事業の方向性
Ｂ：現

ト

状のまま継続
一般住宅

最

の新築、増築等の住宅

重

用火災警報器の設置審

要

査を適正に行います。

指

また、事業所等に消防

標

用設備
等を適正に設置

評

するよう指導します。

価

施

点
（前

事務事業名 課名 フルコ

年

スト 最重要指標 評価点

度

（前年度比）
消防団管

比

理運 消防総務課 59,

）

297 消防団員の確保

団

妥当性 Ａ営事業 (59

体

,297) 指標名

有効

等

性 Ａ単年度計画値 15

策

育

3.0
単年度実績値 1

成

53.0
単年度達成率

事

100.0%
効率性 Ａ

予

最終目標に 100.0

防

%
対する達成率

　事務

課

事業の方向性
Ｂ：現状

1

のまま継続
消防団員の

8

なり手不足等、消防団

,

をとりまく環境は大き

4

く変化していますが、

名

9

地域防災力を向上させ

3

るた
めに消防団の存在

防

は必要不可欠であるた

火

め、計画的かつ積極的

危

に確保に努める必要が

険

あります。

物安全協



評価
　

ったため、新型コロナ

消

ウイルス感染症の状況

防

を踏まえつつ、可能な

・

限り実施します。
（施

救

策を
とりまく状況
の変

急

化や課題
等）

災害の多

体

様化、救急件数の増加

制

等に対応するため、今

の

後も継続的に消防・救

充

急体制の充実に努めま

結
実

す。

施策の推進
に向けた
今後の方針

果

６　施策の事後

の

評価
おおむね当初の予

公

定どおり実施できまし

表

たが、救命講習等市民

施

への普及活動について

策

は計画どおり進める
現

名

状認識 ことができなか



評価
　

括

.8 63.1 64.3

的

65.6 66.9 68

な

.1 69.4 70.6

治

72.0

実績値 61.

水

1 64.9 0.0 0.

対

0 0.0 0.0 0.0

策

0.0 0.0 0.0 0

の

.0

流域対策量実績累

推

計/286,300(

進

最終目標値)㎥×10

計

主

0
算定式、
データの
出

管

所等

市及び民間事業に

部

よる治水対策を実施す

局

ることで、治水対策量

水

の達成率を満たしてい

と

ます。
計画値、
実績値

緑

の
推移に関する
分析と

の

評価

部
主

画

管課 水緑公園課
関係課

的

水緑公園課、水道工務

で

課

２　施策が目指す大

包

府市の姿
雨水排水施設

括

が適正に整備・維持管

的

理され、都市化が進展

な

しても雨水流出量が増

治

大せず、ゲリラ豪雨や

結
水

集

内容 中豪雨などによ

対

る浸水リスクに強いま

策

ちになっています。

の推進

３　令和 3年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 3決算 R 4予算
(1)人件費

果

41,536 0
(2)事業費 117,493 86,636
フルコスト（歳出合計） 159,029 86,636
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
(1)国庫支出金（国から出たお金） 0 0
(2)県支出金

の

（愛知県から出たお金） 9,187 0
(3)市債（市の借金） 0 0
(4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 1,701 40,500
 (5

１

)一般財源（市税収入

　

など） 106,605

第

46,136
 歳入合

公

６

計 117,493 86

次

,636

大府市総合

４　「

計

まちの健康」指標（施

画

策評価指標）
有効性指

に

標１

指標名 「水害に強

表

お

い都市基盤の整備に満

け

足している」市民の割

る

合 単位 ％

現状値 33.

位

0

年度 R 2 R 3 R

置

 4 R 5 R 6 R 

づ

7 R 8 R 9 R10

け

R11 R12

計画値 3

、

3.5 33.5 35.

担

0 35.0 36.0 3

当

6.0 37.5 37.

施

課

5 39.0 39.0 4

健

0.0

実績値 38.8

康

38.8 0.0 0.0

領

0.0 0.0 0.0 0

域

.0 0.0 0.0 0.

ま

0

市民意識調査の「水

ち

害に強い都市基盤の整

の

備」に対する満足度で

健

「満足」又は「おおむ

康

ね満足」と答えた
算定

策

政

式、
市民の割合

データ

策

の
出所等

県の河川改修

安

や排水機場の整備、市

心

及び民間による治水対

安

策を実施することで、

全

水害に強い都市基盤の

に

整
計画値、 備に満足し

暮

ている市民の割合が上

ら

昇し、治水に関する市

せ

民の意識も向上してい

名

る

ると考えられます。
実

ま

績値の
推移に関する
分

ち

析と評価

有効性指標２

施

指標名 治水対策量の達

策

成率 単位 ％

現状値 58

計

.1

年度 R 2 R 3

画

R 4 R 5 R 6 R

的

 7 R 8 R 9 R1

で

0 R11 R12

計画値

包

59.3 60.6 61



評価
　

 

き事業を推進します。

3 R 4 R 5 R 

計

6 R 7 R 8 R 9

画

R10 R11 R12

計

的

画値 138.9 212

で

.0 236.3 236

包

.3 236.3 236

括

.3 236.3 294

的

.0 294.0 294

な

.0 294.0

実績値

治

138.9 138.9

結
水

0.0 0.0 0.0 0

対

.0 0.0 0.0 0.

策

0 0.0 0.0

下水道

の

雨水整備実施済面積(

推

10年確率降雨)の累

進

計値
算定式、
データの
出所等

調整池の整備等による浸水対策を計画的に進める必要があります。
計画値、
実績値

果

の
推移に関する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

総合排水計画 水緑公園課 3,496 雨水流出抑制対策済量
妥当性 Ａ事業

の

(3,496) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 173,404.0
単年度実績値 185,777.9
単年度達成率 107.1%

効率性 Ａ最終目標に 90.2%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
毎年、全国各

公

地で局所的な集中豪雨が頻発しています。東

有

海豪雨級の豪雨に備え

効

、継続して事業に取り

性

組
む必要があります。

指標３

指

事務事業名 課名 フルコ

標

スト 最重要指標 評価点

表

名

（前年度比）
水路整備

下

事業 水緑公園課 5,2

水

48 当該年度水路整備

道

延長
妥当性 Ａ(5,2

雨

48) 指標名

有効性 Ａ

水

単年度計画値 20.0

整

単年度実績値 0.0
単

備

年度達成率 -
効率性 Ａ

実

最終目標に -
対する達

施

成率
　事務事業の方向

施

済

性
Ｂ：現状のまま継続

面

市内に老朽化した水路

積

が残っているため、継

（

続して必要な水路整備

１

に取り組んでいきます

０

。

年確率

事務事業名 課名 フル

降

コスト 最重要指標 評価

策

雨

点
（前年度比）

雨水整

）

備事業 水道工務課 9,

単

319 雨水整備実施済

位

面積（5年確立降雨）

h

妥当性 Ａ(9,319

a

) 指標名

有効性 Ａ単年

現

度計画値 1,288.

状

2
単年度実績値 1,2

値

88.2
単年度達成率

1

100.0%
効率性 Ａ

名

3

最終目標に 94.6%

8

対する達成率
　事務事

.

業の方向性
Ｂ：現状の

9

まま継続
全国でも大雨

年

等による災害が発生し

度

ており、対策が急がれ

R

ています。浸水や洪水

 

に対する防災対策につ

2

い
て、市民から期待さ

R

れているため、引き続



評価
　

川

いては、引き続き適切

の

な維持管理を実施して

草

いきます。
今後の方針

刈面積（単年度

計

）
妥当性 Ａ(42,5

画

16) 指標名

有効性 Ａ

的

単年度計画値 89,0

で

00.0
単年度実績値

包

80,629.0
単年

括

度達成率 90.6%
効

的

率性 Ａ最終目標に 75

な

.4%
対する達成率

　

治

事務事業の方向性
Ｂ：

結
水

現状のまま継続
防災・

対

減災や河川景観の観点

策

から、市が適切な維持

の

管理を継続して実施す

推

る必要があります。

進

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（

果

前年度比）
水路等維持事 水緑公園課 70,851 水路等の草刈面積（単年度）

妥当性 Ａ業 (70,851) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 11,000.0
単年度実績値 10,850.0
単年度達成率 98.6%

効率性 Ａ最終

の

目標に 98.6%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
防災・減災や河川景観の観点から、市が適切な維持管理を継続して実施する必要があります。

公

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

雨水管渠等維 水道工務課 12,036 雨水維持管理区域面積
妥当性

事

Ａ持管理事業 (12,

務

036) 指標名

有効性

事

Ｂ単年度計画値 1,2

業

88.2
単年度実績値

表

名

1,288.2
単年度

課

達成率 100.0%
効

名

率性 Ａ最終目標に 94

フ

.6%
対する達成率

　

ル

事務事業の方向性
Ｂ：

コ

現状のまま継続
全国で

ス

大雨等による災害が多

ト

発しており、浸水や洪

最

水に対する防災対策の

重

ために維持管理を推進

施

要

していき
ます。また、

指

雨水貯留浸透設置奨励

標

補助金交付件数の目標

評

に達成に向けて、PR

価

に力を入れていきます

点

。

（

６　施策の事後

前

評価
県による河川工事

年

と排水機場の整備、市

度

及び民間事業による治

策

比

水対策と合わせて総合

）

的な治水対策を継続
現

河

状認識 して行う必要が

川

あります。
（施策を

維

とりまく状況 雨水整備

持

事業については、雨水

事

調整池の設置工事を進

業

めました。
の変化や課

水

題 雨水管渠維持管理事

緑

業については、適切な

名

公

維持管理に努めました

園

。
等）

大府市総合排水

課

計画に基づき、引き続

4

き計画的に施策を実施

2

していきます。

施策

,

の推進 雨水整備事業に

5

ついては、計画的に浸

1

水対策等の事業を推進

6

します。
に向けた 雨水

河

管渠維持管理事業につ



評価
　

主

62.5 62.5 67

管

.0 67.0 71.5

部

71.5 76.0 76

局

.0 80.0

実績値 5

市

8.3 58.3 0.0

民

0.0 0.0 0.0 0

協

.0 0.0 0.0 0.

働

0 0.0

市民意識調査

部

で「減災対策（自宅の

主

耐震化、家具の転倒防

防

管

止、水・食糧の備蓄な

課

ど）に取り組むこと」

危

に
算定式、

「積極的に

機

」又は「ある程度」取

管

り組んでいると答えた

理

市民の割合
データの
出

課

所等

最も多い回答が「

関

ある程度は取り組んで

係

いる」の46.7％で

課

あり、中学生以下の子

災

危

どもとの同居人数が多

機

い
計画値、 ほど、取組

管

の割合が高く、回答者

理

のうち単身世帯、20

課

歳代では、「ほとんど

２

取り組んでいない」の

　

回答者
実績値の の割合

施

が高い傾向にあること

策

から、対象世代を絞り

が

込んだ減災啓発の必要

・

目

性があります。
推移に

指

関する
分析と評価

す大府市の姿
市民

減

一人ひとりの防災意識

災

が高まり、市民、地域

対

、事業者、行政が、そ

策

れぞれの役割を理解し

の

、連携して

内容 、防災

推

・減災対策に取り組ん

結
進

でいます。

３　令和 3年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 3決算 R 4予算
(1)人件費 45,050 0
(2)事業費 36,708 120,

果

970
フルコスト（歳出合計） 81,758 120,970
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
(1)国庫支出金（国から出たお金） 5,717 30,066
(2)県支出金（愛知県から出たお金） 3,99

の

9 15,032
(3)市債（市の借金） 0

１

0
(4)その他特定

　

財源（使い途が決まっ

第

ているお金） 774 0

６

(5)一般財源（市

次

税収入など） 26,2

大

18 75,872
 歳

府

入合計 36,708 1

市

20,970

公

総合計画に

４

お

　「まちの健康」指標

け

（施策評価指標）
有効

る

性指標１

指標名 「震災

位

や水害に対する防災対

置

策に満足している」市

表

づ

民の割合 単位 ％

現状値

け

31.9

年度 R 2 R

、

 3 R 4 R 5 R 

担

6 R 7 R 8 R 9

当

R10 R11 R12

計

課

画値 33.5 33.5

健

37.0 37.0 40

康

.0 40.0 43.5

領

43.5 47.0 47

域

.0 50.0

実績値 3

施

ま

7.6 37.6 0.0

ち

0.0 0.0 0.0 0

の

.0 0.0 0.0 0.

健

0 0.0

市民意識調査

康

の「震災や水害に対す

政

る防災対策」に対する

策

満足度で「満足」又は

安

「おおむね満足」と答

心

え
算定式、

た市民の割

安

合
データの
出所等

市が

策

全

行う震災や水害に対す

に

る防災対策は、施策の

暮

重要性の認識は高いも

ら

のの、施策の取組に対

せ

する満足度
計画値、 指

る

標は低く、他の施策に

ま

優先した対応が望まれ

ち

ています。
実績値の

推

施

移に関する
分析と評価

策

有効性指標２

指標名 「

名

防

減災対策（自宅の耐震

災

化、家具の転倒防止、

・

水・食糧の備蓄など）

減

に取り組んでい 単位 ％

災

る」市民の割合 現状値

対

56.1

年度 R 2 R

策

 3 R 4 R 5 R 

の

6 R 7 R 8 R 9

推

R10 R11 R12

計

進

画値 58.0 58.0



評価
　

R

課 27,001 出前講

 

座の実施
妥当性 Ａ(2

6

7,001) 指標名

有

R

効性 Ａ単年度計画値 2

 

2.0
単年度実績値 9

7

.0
単年度達成率 40

R

.9%
効率性 Ａ最終目

 

標に 33.3%
対する

8

達成率
　事務事業の方

R

向性
Ｂ：現状のまま継

防

 

続
市が発令する避難情

9

報の伝達手段の啓発を

R

始め、災害対策の基本

1

である「自分の安全は

0

自分で守る」、「
地域

R

の安全は地域で守る」

1

という意識の醸成を継

1

続して実施していく必

R

要があります。

1

災

2

計画値 122.0 1

・

23.0 124.0 1

減

25.0 126.0 1

災

27.0 128.0 1

対

29.0 130.0 1

策

30.0 130.0

実

の

績値 128.0 131

推

.0 0.0 0.0 0.

結
進

0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

大府市地域防災計画における災害時相互応援協定などの締結数（累計）
算定式、
データの
出所等

災害時の大規模停電に対応するため、電気自動車等を活用することで避難所等におけ

果

る電力確保を目的と
計画値、 した協定を締結し、避難者の電力確保に努めています。令和３年度は、災害時における電動車両等の支援
実績値の に関する協定等、新たに３つの協定締結を行い、実績値が増加しました。災害対

の

応は市単独では困難であ
推移に関する るため、過去の災害時に生じた課題を解決することができる取組等を実施します。
分析と評価

有効

事

性

務事業名 課名 フルコス

公

指

ト 最重要指標 評価点
（

標

前年度比）
災害対策管

３

理 危機管理課 20,6

指

49 災害対策支部総点

標

検の実施
妥当性 Ａ事業

名

(20,649) 指標

災

名

有効性 Ａ単年度計画

害

値 10.0
単年度実績

時

値 10.0
単年度達成

相

率 100.0%
効率性

表

互

Ａ最終目標に 100.

応

0%
対する達成率

　事

援

務事業の方向性
Ｂ：現

協

状のまま継続
災害時に

定

市民の安全が確保でき

な

るよう、計画の策定、

ど

マニュアルの整備や支

の

部点検等を継続して実

締

施する
必要があります

結

。

施

数（累

事務事業名 課名 フル

計

コスト 最重要指標 評価

）

点
（前年度比）

災害対

単

策整備 危機管理課 27

位

,375 備蓄食糧数
妥

件

当性 Ａ事業 (27,3

現

75) 指標名

有効性 Ａ

状

単年度計画値 127,

策

値

710.0
単年度実績

1

値 127,710.0

2

単年度達成率 100.

2

0%
効率性 Ａ最終目標

.

に 94.6%
対する達

0

成率
　事務事業の方向

年

性
Ｂ：現状のまま継続

度

南海トラフ地震や甚大

R

化する災害に備えるた

 

め、備蓄品の充実、情

名

2

報伝達手段の充実等の

R

災害対策整備は
、年々

 

拡大していく必要があ

3

ります。

R 4

事務事業名 課

R

名 フルコスト 最重要指

 

標 評価点
（前年度比）

5

防災啓発事業 危機管理



評価
　

件数
妥当性 Ａ宅建設推

防

進事 (21,858)

災

指標名
業

有効性 Ｂ単年

・

度計画値 50.0
単年

減

度実績値 13.0
単年

災

度達成率 26.0%
効

対

率性 Ａ最終目標に 26

策

.0%
対する達成率

　

の

事務事業の方向性
Ｂ：

推

現状のまま継続
耐震化

結
進

率の向上とともに、診断及び改修の件数は伸び悩んでいますが、目標とする耐震化率の達成のため
に継続していく必要があります。

６　施策の事後評価
大雨等の浸水地域の居住者は、より迅速な避

果

難行動をする必要があり、市が開設する避難所の他、安全な
現状認識 親戚・知人宅での避難の有効性をより認識する必要があります。
（施策を 市が開設する避難所においては、感染症対策を講じた避難所運営や大規模停電に

の

対応できる電力の確保が
とりまく状況 求められるため、自動車販売事業者等と給電協力による電力確保に努めています。
の変化や課題

等）

災害発生時、発生後の対応について、「自助」、「共助」、「公助」の意識醸成を図

公

るとともに、平常時
か

事

ら家庭においても減災

務

対策を進めることで、

事

防災力の向上に努めま

業

す。
施策の推進
に向け

名

た
今後の方針

課名 フル

表

コスト 最重要指標 評価

施

点
（前年度比）

災害に

策

強い住 都市政策課 21

名

,858 耐震診断実施



評価
　

犯

意識調査の「防犯対策

対

（防犯灯の設置など）

策

」に対する満足度で「

の

満足」又は「おおむね

推

満足」と答
算定式、

え

進

た市民の割合
データの

主

※R3は、市民意識調

管

査が未実施のため、R

部

2の実績値を使用。
出

局

所等

自治区と連携した

地

市

防犯灯整備などにより

民

、満足度の現状値は増

協

加しており、目標を達

働

成しました。
計画値、

部

実績値の
推移に関する

主

分析と評価

管課 危機

域

管理課
関係課 危機管理

ぐ

課

２　施策が目指す大

る

府市の姿
市民自らの防

み

犯意識を持った行動と

の

、地域での防犯活動に

防

より、「犯罪に遭わな

犯

い」「犯罪を起こさせ

対

な

内容 い」まちになっ

結
策

ています。

の推

３　令和

進

 3年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 3決算 R 4予算
 (1)人件費 45,264 0
 (2)事業費 67,423 101,

果

638
 フルコスト（歳出合計） 112,687 101,638
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 0 0
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 1 0
 (3)市債（市の借

の

金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 1 0
 (5)一般財源（市税収入など） 67,

１

421 104,265

　

 歳入合計 67,42

第

3 104,265

６次

公

大府市総

４　「まちの健康」

合

指標（施策評価指標）

計

有効性指標１

指標名 刑

画

法犯認知件数 単位 件

現

に

状値 568.0

年度 R

お

 2 R 3 R 4 R 

け

5 R 6 R 7 R 8

表

る

R 9 R10 R11 R

位

12

計画値 557.0

置

546.0 535.0

づ

524.0 513.0

け

502.0 491.0

、

480.0 470.0

担

460.0 450.0

当

実績値 361.0 29

課

3.0 0.0 0.0 0

健

.0 0.0 0.0 0.

施

康

0 0.0 0.0 0.0

領

東海警察署などが発行

域

する「地域安全情報」

ま

における市内刑法犯認

ち

知件数
算定式、
データ

の

の
出所等

東海警察署を

健

始めとする各種防犯団

康

体等と連携し、効果的

政

な啓発活動等により、

策

刑法犯認知件数は減少

策

安

し
計画値、 ており、目

心

標を達成しました。
実

安

績値の
推移に関する
分

全

析と評価

有効性指標２

に

指標名 「防犯灯整備な

暮

ど防犯対策に満足して

ら

いる」市民の割合 単位

せ

％

現状値 36.6

年度

る

R 2 R 3 R 4 R

ま

 5 R 6 R 7 R 

名

ち

8 R 9 R10 R11

施

R12

計画値 39.0

策

39.0 42.0 42

地

.0 44.0 44.0

域

46.0 46.0 48

ぐ

.0 48.0 50.0

る

実績値 42.6 42.

み

6 0.0 0.0 0.0

の

0.0 0.0 0.0 0

防

.0 0.0 0.0

市民



評価
　

 

,832 消費生活講座

2

受講者延べ人数
妥当性

R

Ａ業 (5,832) 指

 

標名

有効性 Ａ単年度計

3

画値 70.0
単年度実

R

績値 0.0
単年度達成

 

率
効率性 Ａ最終目標

4

に
対する達成率

　事

R

務事業の方向性
Ｂ：現

 

状のまま継続
令和３年

地

5

度は新型コロナウイル

R

ス感染症拡大により、

 

講座開催を中止しまし

6

た。消費者事故・トラ

R

ブルを
未然に防ぐため

 

、時代の変化に対応し

7

た必要な情報を提供し

R

、正しい知識の普及啓

 

発に努めます。 また

8

、消費生活の安全確保

域

R

のため、消費者生活相

 

談体制の充実を推進し

9

ます。

R10 R11 R

ぐ

12

計画値 20.0 2

る

0.0 22.0 22.

み

0 24.0 24.0 2

の

6.0 26.0 28.

防

0 28.0 30.0

実

犯

績値 13.4 13.4

対

0.0 0.0 0.0 0

結
策

.0 0.0 0.0 0.

の

0 0.0 0.0

市民意

推

識調査で「子どもの見

進

守りやパトロールなどを行うこと」に「積極的に」又は「ある程度」取り組
算定式、

んでいると答えた市民の割合
データの

※R3は、市民意識調査が未実施

果

のため、R2の実績値を使用。
出所等

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、活動を自粛した影響を受け、目標に至っておりません。
計画値、
実績値の

推移に関する
分析と評価

の

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

防犯啓発事業 危機管理課 43,747 防犯講話・研修会回数
妥当性 Ａ(43,747) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 38.0
単年度実績値 1

公

有

8.0
単年度達成率 4

効

7.4%
効率性 Ａ最終

性

目標に 40.0%
対す

指

る達成率
　事務事業の

標

方向性
Ａ：拡大
東海警

３

察署を始めとする各種

指

防犯団体等と連携した

標

啓発活動等により、刑

名

法犯認知件数は減少傾

「

向にあり
ます。その一

表

子

方で、市民、事業者や

ど

関係団体から犯罪に対

も

する不安の声が寄せら

の

れています。予断を許

見

さ
ない治安情勢を勘案

守

し、市民一人ひとりの

り

防犯意識の高揚と防犯

や

力の向上を図る必要が

パ

あります。今後も
、新

ト

型コロナウイルス感染

施

ロ

症の拡大防止対策を講

ー

じながら、積極的に防

ル

犯啓発活動等を実施し

な

ます。

どを行

事務事業名 課名

っ

フルコスト 最重要指標

て

評価点
（前年度比）

防

い

犯施設事業 道路整備課

策

る

65,599 防犯灯基

」

数
妥当性 Ａ(65,5

市

99) 指標名

有効性 Ａ

民

単年度計画値 6,85

の

0.0
単年度実績値 6

割

,863.0
単年度達

合

成率 100.2%
効率

単

性 Ａ最終目標に 94.

位

0%
対する達成率

　事

％

務事業の方向性
Ｂ：現

名

現

状のまま継続
各自治区

状

と調整し、今後も適切

値

な箇所へ整備を行いま

1

す。

7.8

事務事業名 課名 フ

年

ルコスト 最重要指標 評

度

価点
（前年度比）

消費

R

者行政事 商工労政課 5

0.0%

0.0%



評価
　

情勢を勘案し、市民一

地

人ひとりの防犯意識の

域

高揚と防犯力の向上を

ぐ

図る必要があります。

る

本市の
（施策を 防犯力

み

を更に強化するため、

の

強力に警察署の誘致に

防

取り組む必要がありま

犯

す。
とりまく状況
の変

対

化や課題
等）

市民や事

結
策

業者の皆様や関係団体

の

と連携し、防犯意識の

推

醸成と地域防犯力の向

進

上を目的とした啓発活動を推
進します。高齢者宅への特殊詐欺防止用電話機器等の設置を図るなど、防犯対策の推進及び警察署の誘致

施策の推進 などの警察

果

力の強化を推進します。
に向けた
今後の方針

６　施策

の

の事後評価
高齢者を狙

公

った特殊詐欺の予兆電

表

話が多くかけられてお

施

り、犯罪手口も年々巧

策

妙化するなど、予断を

名

許さ
現状認識 ない治安



評価
　

の

6.0 308.0 30

交

0.0

実績値 281.

通

0 221.0 0.0 0

安

.0 0.0 0.0 0.

全

0 0.0 0.0 0.0

対

0.0

交通事故統計に

策

おける市内交通事故発

の

生件数（人身事故）
算

推

定式、
データの
出所等

進

人身事故件数は221

地

主

件で前年対比-60件

管

で、目標を達成しまし

部

た。
計画値、 事故の発

局

生が予測される場所の

市

交通事故対策や各種要

民

望に対応する交通安全

協

施設整備等が目標達成

働

の一因
実績値の となっ

部

たと思われます。
推移

主

に関する 新型コロナウ

域

管

イルス感染症拡大の状

課

況を注視しつつ、積極

危

的な啓発活動を実施し

機

、引き続き交通ルール

管

遵
分析と評価 守等の交

理

通安全意識を向上させ

課

る取組が必要です。

関係課

ぐ

危機管理課

２　施策が

る

目指す大府市の姿
市民

み

一人ひとりがお互いに

の

思いやる気持ちを持ち

交

ながら、交通安全のル

通

ールを守り、事故が起

安

こらないま

内容 ちにな

結
全

っています。

対策

３　令

の

和 3年度　施策フル

推

コスト（単位：千円）

進

 歳出（使ったお金） R 3決算 R 4予算
(1)人件費 32,104 0
(2)事業費 116,022 85

果

,972
フルコスト（歳出合計） 148,126 85,972
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
(1)国庫支出金（国から出たお金） 0 0
(2)県支出金（愛知県から出たお金） 890 0
(3)市債（市

の

の借金） 0 0
(4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 0 0
(5)一般財源（市税収入など） 115,132 85,434
 歳入合計 116

１

,022 85,434

　第

公

６次大府

４　「まちの健

市

康」指標（施策評価指

総

標）
有効性指標１

指標

合

名 交通死亡事故人数 単

計

位 人

現状値 1.0

年度

画

R 2 R 3 R 4 R

に

 5 R 6 R 7 R 

表

お

8 R 9 R10 R11

け

R12

計画値 0.0 0

る

.0 0.0 0.0 0.

位

0 0.0 0.0 0.0

置

0.0 0.0 0.0

実

づ

績値 0.0 0.0 0.

け

0 0.0 0.0 0.0

、

0.0 0.0 0.0 0

担

.0 0.0

交通事故統

当

計における市内交通死

施

課

亡事故人数
算定式、
デ

健

ータの
出所等

交通死亡

康

事故人数は０人で、目

領

標を達成しました。
計

域

画値、 事故の発生が予

ま

測される場所の交通事

ち

故対策や各種要望に対

の

応する交通安全施設整

健

備等が目標達成の一因

康

実績値の となったと思

策

政

われます。
推移に関す

策

る 新型コロナウイルス

安

感染症拡大の状況を注

心

視しつつ、積極的な啓

安

発活動を実施し、引き

全

続き交通ルール遵
分析

に

と評価 守等の交通安全

暮

意識を向上させる取組

ら

が必要です。

有効性指

せ

標２

指標名 交通事故発

名

る

生件数（人身事故） 単

ま

位 件

現状値 395.0

ち

年度 R 2 R 3 R 

施

4 R 5 R 6 R 7

策

R 8 R 9 R10 R

地

11 R12

計画値 38

域

6.0 377.0 36

ぐ

8.0 359.0 35

る

0.0 341.0 33

み

2.0 324.0 31



評価
　

 

との連携を図りながら

4

、
（施策を 交通安全啓

R

発活動及び交通事故等

 

の対策を講じていく必

5

要があります。
とりま

R

く状況
の変化や課題

等

 

）

市民、事業者及び交

6

通安全関係団体と連携

R

し、交通安全思想の普

 

及を目的とした啓発活

地

7

動を推進します。
事故

R

を未然に防ぐため、登

 

校時に地域安全推進員

8

による通学路の立哨を

R

実施するなど、危険箇

 

所への対策
施策の推進

9

、交通安全施設の設置

R

及び維持管理を実施し

1

ます。
に向けた
今後の

0

方針

域

R11 R12

計画値 3

ぐ

5.0 35.0 36.

る

0 36.0 37.0 3

み

7.0 38.0 38.

の

0 39.0 39.0 4

交

0.0

実績値 40.4

通

40.4 0.0 0.0

安

0.0 0.0 0.0 0

結
全

.0 0.0 0.0 0.

対

0

市民意識調査の「交

策

通安全対策」に対する

の

満足度で「満足」又は

推

「おおむね満足」と答

進

えた市民の割合
算定式、

※R3は、市民意識調査が未実施のため、R2の実績値を使用。
データの
出所等

各種要

果

望に対応する交通安全施設整備等により、満足度が上昇していると思われます。
計画値、
実績値の

推移に関する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要

の

指標 評価点
（前年度比）

交通安全啓発 危機管理課 32,206 交通安全教室回数
妥当性 Ａ事業 (32,206) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 63.0
単年度実績値 37.0
単年度達成率 58.7%

効率性 Ａ最終目標に 52.

公

9%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ａ：拡

有

大
高齢者社会の進展に

効

伴う運転者の高齢化、

性

あらゆる世代の運転者

指

の規範意識低下、自転

標

車利用者の交通ル
ール

３

違反が課題となってお

指

り、関係機関との密接

標

な連携を図りつつ、啓

表

名

発活動及び対策を講じ

「

ていく必要
があります

交

。今後も、感染症対策

通

を講じながら、積極的

安

に交通安全啓発活動を

全

実施します。

対策に

事務事業

満

名 課名 フルコスト 最重

施

足

要指標 評価点
（前年度

し

比）
交通安全施設 道路

て

整備課 106,985

い

交通安全施設整備工事

る

妥当性 Ａ事業 (106

」

,985) 指標名

有効

市

性 Ａ単年度計画値 4.

民

0
単年度実績値 4.0

の

単年度達成率 100.

割

0%
効率性 Ａ最終目標

策

合

に 100.0%
対する

単

達成率
　事務事業の方

位

向性
Ｂ：現状のまま継

％

続
今後もインフラ施設

現

の老朽化対応が必要で

状

す。適宜点検を行い適

値

切なタイミングでの修

3

繕・更新を行い、
施設

4

の長寿命化に対応しま

.

す。

名

0

６　施策の事

年

後評価
高齢者社会の進

度

展に伴う運転者の高齢

R

化、運転手の規範意識

 

の低下、自転車利用者

2

の交通ルール遵守等の

R

現状認識 規範意識の定

 

着が課題となっていま

3

す。これらの課題を解

R

決するため、関係機関




